










1.はじめに 

遺伝相談はわが国では歴史が浅く,欧米に比し,大きく立遅れている。元来遺伝疾患は多様

性を示すことから,遺伝相談には豊富な専門知識や特殊な検査技術が必要である,わが国で

はこれらの知識や技術を有する専門家は少ない上に,地域による偏差傾向が強い。したがっ

て遺伝相談は地域的に濃淡があり,組織的に行われているとはいえず,その活動は充分満足

できるものではない。 

このような事情から現状では自ずから限界があるので,遺伝相談をより効果的なものとす

るためには,地域相互間の援助,統一などネットワークを組んで組織化する必要がある。そ

のためにナショナルセンターやブロックセンターの設置が考えられるが,現在は諸種の事

情から見送られている。将来これらの機関が設置され,何らかの形でネットワークが組まれ

るような場合,どのような機能をもつべきか難しい課題である。本研究はそのモデル案を作

成し,これを答申するのを目的として行われた。 

本年は,まず遺伝相談の現状を把握するため,実情調査(アンケート調査)を行い,一方,遺伝

相談ネットワークの構想と機能について協議した。 


